
2010年度 経営計画の概要について

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を
保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境に
関する前提条件の変化などに伴い変化することにご留意下さい。
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１．販売電力量の見通し１．販売電力量の見通し

2009年度は、リーマンショックに伴う世界的な景気後退の影響から、２年連続での前年割れとな
るものの、今年に入り順調に持ち直してきており、2010年度は対前年プラスに転じる見通し。

長期的には、輸出産業や環境産業の拡大等に伴う産業用需要の増加や電化の進展等による民生用需
要の着実な増加を見込み、2019年度で販売電力量925億kWh、最大電力1,790万kWと想定。
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（注１）< >は気温補正後、
（注２）[ ]は対前年伸び率
（注３） は2009年度計画との差（気温補正後）
（注４）四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。
（注５）最大電力は送電端最大3日平均（8月値）

[主な用途別販売電力量想定の考え方]

（電灯）
・ 人口減少や省エネ進展などはあるものの、

オール電化住宅の普及やアメニティ志向の高ま
りによる家電機器の普及などから、年平均
1.2%（気温補正後：1.3%)の増加を見込む

（特定規模需要用）
・業務用については、給湯・厨房を中心とした

電化の進展やドラッグストア等の中規模商業施
設の拡大などから、年平均0.9％（気温補正
後：1.0％）の増加を見込む

・ 産業用については、景気回復に伴う自動車・
半導体等の生産回復や太陽光発電など環境関連
の新たな産業集積などから、年平均0.4％（気
温補正後：0.4%）の増加を見込む
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[販売電力量および最大電力の推移] 

：昨年想定

：今回想定

（ ）：昨年想定との差

[今回想定の前提とした経済見通し] 

今回の需要想定では、景気後退の影響により、販売電力量・最大電力ともに足元（2009年度）において前回想定を下
回っていることなどから、２年連続で下方修正。

年　度

今回 前回
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２．電源開発２．電源開発

当社は、ｴﾈﾙｷﾞｰの長期安定確保および国が目指す低炭素社会の実現に向けて、原子力を電源の中核
と位置づけ推進するとともに、太陽光や風力などの再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの積極的な導入を行い、火力発電
の高効率化や設備高経年化への対応を推進します。

【低炭素社会に向けた電源の位置づけ】
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電 源

・ 賦存量の制約および多用途に利用可能であることから、今後も引き続き価格の高騰お
よび調達の困難化が予想されます。そのため、ピーク時および緊急時対応用として必要
な量を確保した上で、既存の高経年、低効率火力は、計画的に廃止します。

石 油

・ 国産エネルギー有効活用の観点から、また地球温暖化対策面で優れた電源であること
から、積極的に開発、導入します。

〔開発目標：電力量構成比10％程度〕

再生可能

ｴﾈﾙｷﾞｰ
非化石

ｴﾈﾙｷﾞｰ

・ 資源量が豊富で、調達の安定性、経済性にも優れていることから、当面既存設備の有
効活用を図ることとし、将来的には、石炭ガス化複合発電（IGCC)、先進的超々臨界圧
発電（A-USC）、CO2回収・貯留（CCS）などクリーンコールテクノロジーの開発動
向を見ながら、電力需要動向に応じて必要な時期に開発します。

石 炭

火 力

・ 負荷追従性に優れ、起動停止が迅速に行えることから、ピーク時および緊急時対応用
の電源として開発します。揚 水

・ 燃料調達の長期安定性、環境性、運転性能に優れていることから、ミドルおよびピー
ク対応として、電力需要動向・燃料情勢および経年石油火力の休廃止を踏まえ必要な時
期に開発します。その際、高効率ガスコンバインド化によりエネルギーの有効活用およ
びＣＯ２削減を図ります。

ＬＮＧ

・ 燃料調達の長期安定性、運転時にＣＯ２を排出しないこと、経済性など、エネルギー
セキュリティ面、地球温暖化対策面などで総合的に優れていることから、電源の中核と
して開発を推進します。

〔開発目標：電力量構成比50％程度〕

原子力

位置づけ



【電源開発計画・電源廃止計画】

変更なし2010年11月2009年11月0.3万kWメガソーラー大牟田太陽光

2012年10月運開2013年3月2011年6月0.031万kW上椎葉3号

変更なし2011年5月2010年6月0.015万kW川原2号

変更なし2013年10月2012年6月0.027万kW一ツ瀬3号

変更なし2019年度2013年度159万kW川内原子力3号原子力

変更なし
2011年7月

1999年2月
30万kW2号

小丸川
水 力

工事中

変更なし2023年度以降2001年3月100万kW松浦2号火力（石炭）

変更なし

2010年7月

2008年6月

30万kW1号

嘉瀬川

変更なし2016年7月2013年7月40万kW級新大分3号系列(第4軸)火力（LNG）

変更なし2014年10月2012年6月0.72万kW新甲佐

水力

着工
準備中

2012年3月0.28万kW

運 開着 工

2009年度計画
からの変更点

工 期
出 力発電所及びユニット名設 備区 分

【最大電力需給バランス】

8.1

144

1,934

1,790

2019

9.810.811.218.611.419.5供給予備率

169184188311188313供給予備力

1,8861,8861,8751,9831,8441,914供給力

1,7171,7021,6871,6721,6561,601需 要

201420132012201120102009実績

（単位：万kW、％）
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計画停止
(2002～2018)

2012年度廃止25万kW×２大分１・２号

通常運用2011年度廃止37.5万kW苅田新2号

火 力（石油）廃止
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原子力

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

水力
地熱

石炭

LNG

石油等

（年度）
（年度）

原子力

水力

地熱

石炭

LNG

石油等

（参考）電源構成の推移（参考）電源構成の推移

川内原子力３号
運転開始後



３．設備投資計画３．設備投資計画
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274279225業務・その他そ の 他

302281368原子燃料

447057附帯事業

620630650小 計

156209146火 力

408392323原 子 力

755790618小 計

430479486送 電流 通

189193214変 電

304314302配 電

9239861,002小 計

2,2982,4062,270合 計

191189149水 力電 源

2011（計画）2010（計画）2009（推実）

（億円）



４．重点的な取組み４．重点的な取組み４．重点的な取組み



（１）原子力の推進（１）原子力の推進

7

燃料調達の長期安定性、運転時にＣＯ２を排出しないこと、経済性など、エネルギーセキュリティ
面、地球温暖化対策面などで総合的に優れていることから、電源の中核として、原子力の開発を推
進します。

（これまでの経緯）
・ 2004年5月 国へ原子炉設置変更許可を申請、佐賀県および玄海町へ事前了解願いを提出
・ 2005年9月 国から原子炉設置変更許可
・ 2006年3月 佐賀県および玄海町から安全協定に基づく事前了解を受領
・ 2007年10月 MOX燃料１６体の製造開始
・ 2009年５月 フランスからＭＯＸ燃料１６体輸送完了
・ 2009年10月 第12回定期検査にて、ＭＯＸ燃料16体を装荷
・ 2009年12月 通常運転復帰（プルサーマル開始）

《川内原子力発電所３号機の開発》

○ 川内原子力発電所３号機については、今後、中国・インドなどの経済発展
に伴い、化石燃料調達の困難化が予想されることや、地球温暖化対策におけ
る国の施策を踏まえると、低炭素社会実現に向けて早期開発が必要であり、
安全性の確保を最重点としつつ、2019年度の運転開始を目指します。

－設備の概要－
・原子炉型式：改良型加圧水型軽水炉（改良型ＰＷＲ）
・電気出力 ：１５９万ｋＷ

《原子燃料サイクルの確立に向けた取組み》
○ ２００９年１２月より玄海原子力発電所３号機においてプルサーマルを実施しています。

○ 今後の使用済燃料の増加に対応し、貯蔵余裕を確保するため、玄海原子力発電所３号機の使用済燃料貯
蔵能力の増強（リラッキング）を実施する予定です。

○ 長期的な対策として、原子燃料サイクル全体の柔軟性を確保するため、中間貯蔵施設の設置に向けた調
査・検討を行います。

完成予想図



（２）再生可能エネルギーの積極的な開発・導入－①（２）再生可能エネルギーの積極的な開発・導入－①
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国産エネルギー有効活用の観点から、また地球温暖化対策面で優れた電源であることから、風
力・太陽光・バイオマス・水力・地熱などの再生可能エネルギーの積極的な開発、導入を進めます。

《風力・太陽光の設備導入量》

《風力発電》

○ 発電実測データによる系統への影響調査を踏ま
えた九州本土の連系可能量100万kWに対し、現
在約36万kWが導入されています。引続き風力連
系受付を実施し、導入量の拡大を図ります。

○ 新規自社開発に向け、周辺環境との調和も考慮
した上で、有望と見込まれる地点において風況調
査、評価を実施します。

【オンサイト発電事業】

工場、ビルなどのお客さま施設内に太陽光発電設備
を設置し、お客さまに発電した電気を提供するオンサ
イト発電事業を提供いたします。

【太陽光システムインテグレーション事業】

お客さまが太陽光発電を導入される際に、太陽光発
電設備の設計、施工、維持管理まで、一連の業務をワ
ンストップで提供いたします。

《太陽光発電》

○ メガソーラー大牟田発電所の開発

○ 全事業所への太陽光発電設備の設置

○ 産業・公共部門のお客さま向けに太陽光オンサ
イト事業を行う「株式会社キューデン・エコソ
ル」を、2009年12月に設立

・出 力 ：3,000ｋW
・年間発電電力量：約3,200千kWh
・年間CO2削減量：約1,200ﾄﾝ
・2010年11月運開予定

・出 力 ：5,000ｋW程度
・2013年度目途で実施

○ 風力および太陽光については、2017年度まで
に設備量であわせて200万kWの導入に向けて取
組んでいきます。

（万kW）

（注）数値は他社との余剰電力契約分を含む

「キューデン・エコソル」の事業内容

○ 太陽光が電力系統に大量連系された場合の技術
的な課題に対し、適切な対策を実施していきます。

23 27 31 33 40
19 21 25 30
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《バイオマス発電・廃棄物発電》

○ 苓北発電所にて、国内の未利用森林資源（林地
残材など）を利用した木質バイオマス混焼発電実
証試験を実施します。

（実証試験期間：2010～2014年度）

●苓北発電所における木質バイオマス混焼の概要

木質バイオマス混焼用の設備を新設し、木質チップを石炭
とともに微粉炭機で粉砕し、ボイラーで混焼。

（参考）

〔風力発電導入状況(設備量)〕 〔太陽光発電導入状況(設備量)〕

出典：資源エネルギー庁RPS制度HP
「設定設備状況（2009.12.31現在）

《水力発電》

○ 経済性、立地環境面などを勘案し、水力発電所
の調査・開発を計画的に進めるとともに、河川の
維持用水を放水するダムでの維持流量※発電を開
発します。

※ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量

《地熱発電》

○ 技術面、経済性、立地環境面などを勘案し、資
源賦存面から有望と見込まれる地域の現地状況な
ど新たな開発に向けた調査・情報収集を行います。

－具体的取組み－
・嘉瀬川発電所：出力2,800kW、2011年度運開予定
・新甲佐発電所※：出力7,200kW、2014年度運開予定
・維持流量発電３箇所（川原､上椎葉､一ツ瀬 計730kW)

9

※既設甲佐発電所の再開発（出力増加：3,900→7,200kW）

（２）再生可能エネルギーの積極的な開発・導入－②（２）再生可能エネルギーの積極的な開発・導入－②

九州地域

33万kW

九州地域外

189万kW 九州地域外

150万kW

九州地域

34万kW



（３）設備の高効率化と高経年化への対応（３）設備の高効率化と高経年化への対応

設備の高効率化や、高経年化への対応など長期的に安定した効率的な設備の形成を進めます。

《火力発電の高効率化》

○ 地球温暖化への対応およびエネルギー有効利用の
観点から発電効率の向上などに努めます。

－具体的取組み－
・新大分１号系列ガスタービンのリプレース工事

（2009～2012年度）
・新大分３号系列第４軸（40万kW級）の開発（2016年度）

《高経年設備の適切な管理・更新》

○ 電力設備は経済成長に伴う電力需要の伸びにあわ
せて建設したものが多く、今後、長期間を経た設備
が増加していきます。長期的に安定した設備の形
成・維持を図るため、高経年化が進む設備の保全・
更新を計画的に実施します。

〔当社設備投資額（拡充工事）の推移〕

10

《電力需要動向などに的確に対応した設備形成》

○ 需要の動向に的確に対応し、効率的な設備形成を
図るとともに、送電線ルート事故（2回線事故）など
の稀頻度事故発生時においても、広範囲・長時間の
停電に至らないような設備を形成します。

－具体的取組み－
・北九州幹線や日向幹線の新設など50万V基幹系統の拡充
（50万Vループ系統の構築など）
・伊都変電所新設など需要動向に応じたローカル系統の拡充

〔火力発電設備熱効率の推移（高位発熱量ベース）〕
（％）

19851970 1975 1980 1990 1995 2000 2005 2010 2015

35

40

45

50

55

（年度）

唐津3号(50万kW)  39.5%

新大分1号系列(69万kW)  43.0%

新大分3号系列-1～3(73.5万kW)  49.0%

新大分2号系列(87万kW)  46.6%

相浦2号(50万kW)  39.7%

松浦1号(70万kW)  40.7%

新大分3号系列-4(40万kW程度)  52%程度
(H28年運転開始予定)

新大分1号系列(69万kW)  46.3%
    H21～H24年度ガスタービン
    リプレース予定



（４）燃料の長期安定確保（４）燃料の長期安定確保

世界のエネルギー需給の構造的なタイト化を背景に、資源ナショナリズムの動きが強まり、燃料
確保が困難化するとともに、資源価格の高騰が懸念されます。燃料の長期安定確保のため、長期契
約を基本として、燃料の供給源の分散化、燃料の生産から輸送・受入・販売までのサプライチェー
ンへの関与強化などに取組みます。

《ウランなど上流権益の取得への取組み》

○ 世界的なエネルギー需給のタイト化が進む中、当社が必要とする燃料を長期安定的に確保するため、
2007年９月からカザフスタン共和国の新規ウラン鉱山開発・生産プロジェクトに参画しているほか、
2010年１月に豪州の新規ＬＮＧ開発・生産プロジェクトへの参画について基本合意書を締結するなど、
上流権益の取得を進めています。

ウラン鉱山プロジェクトへの参画
（カザフスタン共和国）

ＬＮＧプロジェクトへの参画
（豪州） ※基本合意内容

・鉱山名：ハラサン鉱山

・生産量：5,000ﾄﾝ(MTU)／年

・引取量：50ﾄﾝ(MTU)／年

・権益取得比率：2.5％※

※日本側6社のうちの当社比率

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：ｳｨｰﾄｽﾄｰﾝ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

・生産量：860万ﾄﾝ／年（予定）

・引取量：80万ﾄﾝ／年（権益分11.6万ﾄﾝ/年､
購入分68.4万ﾄﾝ/年）

・権益取得比率：1.3725％

《安定的かつ効率的な燃料輸送》

○ 2009年4月に就航した自社LNG船（ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｴﾝﾗｲﾄｩﾝ）や当社専用石炭船などの運航を通じ、輸送コスト
の低減と安定調達の実現を図ります。

○ 西部ガス株式会社と共同で、北九州市響灘地区での大型LNG受入基地の建設、運営を行う「ひびきエル・
エヌ・ジー株式会社」を設立し、グループ会社の北九州エル・エヌ・ジー株式会社が保有・運営する戸畑
LNG基地のバックアップ機能確保に取組みます。

《北九州市響灘地区での大型LNG受入基地建設計画への参画》

11
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（５）（５）COCO22の排出抑制の排出抑制

2008～2012年度平均の販売電力量当りのＣＯ２排出量20％低減（1990年度比）に向け、ＣＯ２

の排出を抑制します。

12

《原子力の安全・安定運転の徹底による利用率の
高水準維持》

《火力発電所の熱効率の維持・向上》

《CDMなどの京都メカニズムの活用》

○ 原子力利用率を高水準で維持していくため、原
子力発電所の安全・安定運転の継続、定格熱出力
一定運転の実施、予防保全対策の徹底などに取組
みます。

○ 高効率LNGコンバインドサイクル発電の開発
を進めるとともに、火力発電所の高効率運用など
により、火力の総合熱効率の維持・向上に努め、
CO2排出量の削減を図ります。
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電
力
量

当
り
の
排
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○ 世界銀行炭素基金（PCF）、日本温暖化ガス削
減基金（JGRF)などのファンドへの出資や個別プ
ロジェクトからのCO2排出クレジット購入など、
国際的な温室効果ガス削減制度である京都メカニ
ズムの活用のほか、国内クレジット制度にも参加
しています。 （注）１ 2008年度以降の［］内の数値は、CO2排出ｸﾚｼﾞｯﾄを反映する前のCO2排出量、

販売電力量当りのCO2排出量を参考として記載

２ 2009年度におけるCO2排出ｸﾚｼﾞｯﾄを反映した後のCO2排出量、販売電力当りの
CO2排出量は「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、7月末までに国に
報告する予定

〔CO2排出量、販売電力量当りのCO2排出量の推移〕

〔原子力利用率の推移〕

※ 利用率は当該年度の定期検査日数等により変動します。

販売電力量当りの
CO2排出量

CO2

排出量

(推実) (計画)
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「省エネ快適ライフ」の推進やエネルギーの総合提案により、2010年度はお客さまのCO2排出量を
年間９万t削減することを目指します。また、2013年度末までに家庭用エコキュート累計台数50万
台達成を目指します。

○ 地球環境問題、資源エネルギー問題への意識の高
まりを踏まえ、お客さまにムリなくムダなく電気を
上手に使っていただき（省エネルギー）、快適で環
境にやさしい生活をお送りいただく「省エネ快適ラ
イフ」の推進に取組みます。

《「省エネ快適ライフの推進」》

《エネルギーの総合提案》

－具体的取組み－
・省エネルギーの積極的ＰＲ
・省エネルギー効果の高いエコキュートを中心とした

オール電化の普及促進

○ 法人のお客さまの環境意識や快適性志向などにお応
えできるよう、お客さまの多様なニーズや課題を解決
するための活動を展開していきます。

－具体的取組み－
・効果的な省エネ手法・省エネ機器の紹介活動
・効率的で快適な電化厨房の普及促進
・高効率ヒートポンプ空調・給湯システムの普及活動
・ヒートポンプの活用による農業分野の電化推進

〔家庭用エコキュート獲得台数(累積)の推移〕

〔新築時のオール電化採用率の推移〕

0 3 10 21 39
71

114

173
229

500

0

100

200

300

400

500

600

2001 2003 2005 2007 2010/2 2013

(千台)

2013年度末までに
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（７）海外事業の展開（７）海外事業の展開

成長するアジアを中心に、当社の技術・ノウハウを活かした高効率火力、再生可能エネルギーに
よる発電事業、省エネコンサルティング事業を推進します。

《海外事業の展開》

○ 海外事業への投資規模として、今後10年間で1,000億円程度（持分出力※300万kW相当）まで拡大します。
※各プロジェクトにおける当社の出資割合ベースの発電出力（2010年3月末現在で約130万kW）

メキシコ ﾄｩｸｽﾊﾟﾝ5号IPP（天然ｶﾞｽｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ）④

メキシコ ﾄｩｸｽﾊﾟﾝ2号IPP（天然ｶﾞｽｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ）③

中国 内蒙古風力IPP⑤

フィリピン ｲﾘﾊﾝIPP（天然ｶﾞｽｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ）②

ベトナム ﾌｰﾐｰ3号IPP（天然ｶﾞｽｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ）①

台湾 変電所建設に関する技術ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ⑪

台湾 火力発電所建設ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ⑩

インド 火力発電運用改善計画調査⑬

タイ ﾀｲ地方電力公社(PEA)高圧訓練ｾﾝﾀｰｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ⑫

中国 上海ESCO事業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ改善⑨

中国 省ｴﾈ関連ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ⑧

インドネシア ｻﾙｰﾗ地熱IPP⑥

ＩＰＰ事業（実施中）

ＩＰＰ事業（検討中）

コンサルティング・環境関連事業

《海外拠点をベースとした情報収集と事業活動の展開》

○ 九州の地理的特性から主にアジア（インドネシア、ベトナム、
フィリピン、インド等）に軸足をおいた事業活動を展開するため
の情報収集や海外事業案件の支援拠点として、当社初の海外事務
所を2009年7月にシンガポールに開設しました。

今後は、シンガポール事務所を活用して、新規案件の情報収集
や既存プロジェクトの管理・運営等を行っていきます。

シンガポール ｾﾉｺ･ｴﾅｼﾞｰ社⑦

電気事業（実施中）

②

③
④

①

⑩

⑨

⑫
⑪⑬

⑥ ⑦

⑤ ⑧



（８）効率性の向上（８）効率性の向上

リスク評価を踏まえた適切な経営資源の配分と効率性向上に努めます。

《設備投資の効率化》

○ 化石燃料の有効利用や再生可能エネルギーの利用
拡大、既存設備の高経年化対策など、低炭素社会へ
の対応や供給信頼度維持への取組みを実施するとと
もに、保安改善工事等の対策時期や工事範囲の見直
しなどによる効率化に努めます。

《修繕費・諸経費の効率化》

－具体的取組み－
・計画基準・取替基準の見直し
・設計基準・仕様の見直し、施工面のコストダウン

○ 修繕費・諸経費については、設備の高経年化などの
増加要因はありますが、点検実績などを踏まえたリス
ク判断による工事実施時期の調整、費用対効果を踏ま
えた対象範囲の絞り込みや、単価見直しなど、業務全
般にわたる徹底した効率化に取組みます。

《グループ会社を含めた資金調達コストの低減》

－具体的取組み－
・緊急度や影響度などの精査による修繕実施時期の繰延

べや実施範囲の見直し
・委託費（委託範囲、取引単価）・賃借料の見直し、諸

費の削減など

○ キャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）機
能の充実および長期資金の融通制度の導入により、グ
ループ内の資金融通を充実し、資金調達コストの低減
に取組みます。 15
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〔設備投資額の推移〕

〔ＣＭＳの概要〕
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＜お問い合わせ先＞＜お問い合わせ先＞

九州電力株式会社九州電力株式会社 経営企画経営企画本部本部ＩＲグループＩＲグループ

電電 話話 (092)726(092)726--15751575

ＦＡＸＦＡＸ (092)733(092)733--14351435

URL: http://www.kyuden.co.jp/ir_index.htmlURL: http://www.kyuden.co.jp/ir_index.html


